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平成17年度に推進された高齢社会対策につい

て、主な法律の制定・改正の動きを挙げれば、

次のとおりである。

（1）労働安全衛生法等の一部を改正する法律の

成立（98、99ページ参照）

これまでの全労働者一律の計画的な労働時間

の短縮を図る法律である「労働時間の短縮の促

進に関する臨時措置法」（平成４年法律第90号）

を、単に労働時間短縮を図るためだけでなく、

労働時間、休日、休暇等の設定を個々の労働者

の健康と生活に配慮するとともに、多様な働き

方に対応したものに改善するための法律である

「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法」

（平成４年法律第90号）に改正することを含む

「労働安全衛生法等の一部を改正する法律」（平

成17年法律第108号）が平成17年10月に成立し

た。

（2）介護保険法等の一部を改正する法律の成立

（115、116、117ページ参照）

高齢化の一層の進展等社会経済情勢の変化に

対応した持続可能な介護保険制度を構築するた

め、予防給付の給付内容の見直し、食費及び居

住費に係る保険給付の見直し等保険給付の効率

化及び重点化、地域密着型サービスの創設等新

たなサービスの類型の創設、介護支援専門員の

資格並びに事業者及び施設の指定等に係る更新

制の導入等サービスの質の確保及び向上、障害

年金及び遺族年金を特別徴収の対象とする等負

担の在り方及び制度運営の見直し等を内容とす

る「介護保険法等の一部を改正する法律」（平成

17年法律第77号）が平成17年６月に成立した。

（3）健康保険法等の一部を改正する法律案の国

会提出（121ページ参照）

医療保険制度について、国民皆保険を堅持し、

将来にわたり持続可能なものとしていくため、

①生活習慣病対策・長期入院の是正等の中長期

的な医療費適正化対策の計画的な推進や保険給

付の内容及び範囲の見直しによる医療費適正化

の総合的な推進、②75歳以上の高齢者を対象と

した新たな高齢者医療制度の創設、③都道府県

単位を軸とした保険者の再編・統合等所要の措

置を講ずることを内容とする「健康保険法等の

一部を改正する法律案」を第164回国会に提出

した。

（4）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律案の国会提出（150ページ参照）

高齢者、障害者等の円滑な移動及び建築物等

の施設の円滑な利用の確保に関する施策を総合

的に推進するため、主務大臣による基本方針並

びに旅客施設、建築物等の構造及び設備の基準

の策定のほか、市町村が定める重点整備地区に

おいて、高齢者、障害者等の計画段階からの参

加を得て、旅客施設、建築物等及びこれらの間

の経路の一体的な整備を推進するための措置等

を定めるため、「高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律案」を第164回国会に

提出した。

（5）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律の成立

高齢者の尊厳の保持にとって高齢者虐待を防

止することが重要であることにかんがみ、虐待

を受けた高齢者に対する保護、養護者に対する

支援のための措置等を定めることにより、高齢
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者虐待の防止等に関する施策を促進するための

法律である「高齢者虐待の防止、高齢者の養護

者に対する支援等に関する法律」（平成17年法

律第124号）が平成17年11月に成立した。

前節３「高齢社会対策大綱」（７）「大綱のフ

ォローアップ」で示したとおり、大綱で設定さ

れた「横断的に取り組む課題」については、関

連施策の総合的な推進を図る観点から、掘り下

げた政策研究等を実施している。

ここでは、（１）「世帯類型に応じた高齢者の

生活実態等に関する意識調査」、（２）「第６回　

高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」

について、その結果の概要を紹介する。

（1）「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に

関する意識調査」

ア　目的

第１章でみたように、65歳以上の一人暮らし

高齢者の増加は男女ともに顕著である。単独世

帯数は2020年には夫婦のみ世帯数と逆転し、

34.4%に達する見込みであり、高齢期を一人で暮

らす姿はより一般的なものとなる。こうした変

化を踏まえ、一人暮らし高齢者の生活実態に関

する意識等を明らかにするため、「一人暮らし高

齢者」について「全高齢者世帯」との比較の下

に意識調査を行った。

イ　調査概要

本調査は、全国の65歳以上の男女を調査対象

として、一人暮らし高齢者世帯等の類型に沿っ

て、平成18年１月に実施した。
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ウ　調査結果

（ア）一人暮らしとなった時の年齢

一人暮らしとなった時の年齢についてみると、

女性で「65～69歳」が20.2％と最も割合が高く、

これに「60～64歳」（16.9％）、「70～74歳」

（15.3％）が続いている。一方、男性は「60～64

歳」、「65～69歳」、「70～74歳」の上位３つが

16.4％となっている。男女ともに60～74歳に約

半数が集中している一方で、約３分の１が60歳

前に一人暮らしとなっている（図２－２－１）。

なお、調査対象となった一人暮らし世帯のう

ち、約８割は子どもがいる。

（イ）生活の満足度、日常生活での心配ごと

一人暮らし高齢者世帯、全高齢者世帯ともに

生活の満足度はおおむね高い。「満足」と「まあ

満足」の回答の計でみると、一人暮らし高齢者

世帯73.9％に対し、全高齢者世帯80.7％となっ

ており、全高齢者世帯に比べ、一人暮らし高齢

者世帯の満足度が低くなっているが、両者の差

は比較的小さい（図２－２－２）。

また、日常生活での心配ごとについては、「心

配がある」と「多少心配がある」の計で、一人

暮らし高齢者世帯は63.0％、全高齢者世帯は

58.3％となっている。なお、全高齢者世帯では、

後期高齢者で減少するのに対し、一人暮らし高

齢者世帯では、後期高齢者でわずかながら増加

する（図２－２－３）。

心配ごとの内容をみると、「自分の病気・介

護」が一人暮らし高齢者世帯で34.9％、全高齢

者世帯で36.4％と最も高くなっており、次いで、

一人暮らし高齢者世帯では「頼れる人がいない」

（30.7％）が、全高齢者世帯では「子どもや孫の

こと」（22.6％）がそれぞれ高くなっている（図

２－２－４）。
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（ウ）経済的な暮らし向き

経済的な暮らし向きについて、「心配である」

とする者（「家計が苦しく、非常に心配である」

と「家計にゆとりがなく、心配である」の計）

は一人暮らし高齢者世帯（25.8％）が全高齢者

世帯（19.5％）より高い。

一人暮らし高齢者世帯について男女別にみる

と、男性が32.3％と際だって高いのに対し、女

性は23.9％となっている（図２－２－５）。

（エ）毎月の収入

一人暮らし高齢者世帯の毎月の収入について

みると、全体の５割超が15万円未満であり、20

万円未満までで７割超となっている。一方、全

高齢者世帯では、全体の５割超は25万円未満、

全体の７割超は35万円未満となっており、一人

暮らし高齢者世帯との間では10万円以上の差が

ある（図２－２－６）。

（オ）親族との接触頻度、緊急時の連絡先

親族との接触頻度についてみると、「ほとんど

毎日」と「週に１回以上」の接触頻度である者

がともに６割近くを占めるなど、一人暮らし高

齢者世帯と全高齢者世帯との間で大きな違いは

みられない（図２－２－７）。

また、一人暮らし高齢者世帯の緊急時の連絡

先についてみると、「娘」（42.3％）と「息子」

（40.8％）がほぼ同程度で、これに「兄弟姉妹」

（26.3％）が続いている（図２－２－８）。

（カ）グループ活動への参加状況

一人暮らし高齢者世帯と全高齢者世帯のグル

ープ活動への参加状況を比較してみると、両者

の間に大きな差はみられない。男女・世帯類型

別にみると、最も参加割合が高いのは全高齢者

世帯の男性で、次いで一人暮らし高齢者世帯の

女性、全高齢者世帯の女性と続き、最も参加割

合が低いのは、一人暮らし高齢者世帯の男性で
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ある。

参加しているグループについての調査結果を

みると、各男女・世帯類型を通じて、おおむね

３人に１人が「町内会・自治会」に参加してい

る。また、「老人クラブ」は男性よりも女性の方

が参加割合が高く、特に一人暮らしの女性の参

加が30.3％と最も高い。一方、「職場のＯＢ・Ｏ

Ｇ会」は、全高齢者世帯の男性が最も高くなっ

ている（17.9％）（表２－２－９）。
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資料：内閣府「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」（平成18年）�
（注）調査対象は、全国65歳以上の男女�
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表２－２－９　　グループ活動への参加状況
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資料：内閣府「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」（平成18年）�
（注）調査対象は、全国65歳以上の男女�
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図２－２－８　　緊急時の連絡先


